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智
頭
町
の

決
算
（
普
通
会
計
）

問合せ先　　役場総務課　　☎７５－４１１１

町
税
…
町
民
の
皆
さ
ん
が
納
め
た

税
金

繰
越
金
…
前
年
度
か
ら
繰
越
さ
れ

た
お
金

繰
入
金
…
基
金
な
ど
か
ら
繰
り
入

れ
た
お
金 

諸
収
入
…
貸
付
金
の
元
利
金
収
入
な
ど

使
用
料
手
数
料
…
保
育
料
な
ど
特

定
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
人
に
負

担
し
て
も
ら
っ
た
お
金

財
産
収
入
…
町
が
所
有
す
る
財
産

の
貸
付
や
売
払
い
に
よ
る
収
入
な
ど

分
担
金
負
担
金
…
特
定
の
利
益
を

受
け
た
人
か
ら
徴
収
し
た
お
金

寄
附
金
…
町
民
の
皆
さ
ん
な
ど
か

ら
受
け
る
金
銭
に
よ
る
寄
付
（
ふ

る
さ
と
納
税
含
む
）

地
方
交
付
税
…
市
町
村
の
規
模
に

応
じ
て
、
国
か
ら
交
付
さ
れ
た
お
金

国
・
県
支
出
金
…
町
の
事
業
に
対

し
て
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
お
金

町
債
…
多
額
な
経
費
が
か
か
る
事

業
を
行
う
た
め
に
、
国
や
金
融
機

関
か
ら
新
た
に
借
り
た
お
金

※
借
り
た
お
金
の
返
済
金
は
、
町

債
の
種
類
ご
と
に
定
め
ら
れ
た
割

合
で
、
後
年
に
地
方
交
付
税
と
し

て
国
か
ら
補
て
ん
さ
れ
ま
す

　

９
月
定
例
議
会
で
令
和
４
年
度
決
算
が
認
定
さ

れ
、
前
年
度
に
比
べ
、
歳
入
歳
出
と
も
減
額
の
決

算
と
な
り
ま
し
た
。

　

主
な
理
由
と
し
て
、
歳
入
に
お
い
て
は
、
特
別

定
額
給
付
金
等
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
関
連
の
国
庫
支
出
金
の
減
、
歳
出
に
お
い
て

は
、
Ⅰ
Ｒ
Ｕ
機
器
更
新
に
係
る
事
業
費
、
可
燃
物

処
理
施
設
整
備
に
係
る
東
部
広
域
行
政
管
理
組
合

へ
の
負
担
金
の
減
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

歳
入
か
ら
歳
出
を
引
き
、
次
年
度
へ
の
繰
越
事

業
の
財
源
を
除
い
た
実
質
収
支
は
１
億
３
，

３
１
１
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

令
和
４
年
度

令
和
４
年
度

智
頭
町

智
頭
町
のの

決
算
決
算
（
普
通
会
計
）

（
普
通
会
計
）

H29 H30 R1 R2 R3 R4
歳入 5,922 6,001 6,479 7,766 7,374 6,854
歳出 5,708 5,824 6,254 7,566 7,201 6,641
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決 算 額 の 推 移

歳入

歳出

■歳入総額　６８億５,３９８万円⾃主財源 14.30%
町税 650566
繰越⾦ 173700
繰⼊⾦ 96931
諸収⼊ 41291
使⽤料⼿数料 36475
財産収⼊ 23431
分担⾦負担⾦ 19110
寄附⾦ 9377
依存財源 85.70%
地⽅交付税 3602348
国・県⽀出⾦ 1443958
町債 490400
地⽅譲与税等 266397

6853984
⾃主財源 町税 繰越⾦ 繰⼊⾦ 諸収⼊
使⽤料⼿数料 財産収⼊ 分担⾦負担⾦ 寄附⾦ 依存財源
地⽅交付税 国・県⽀出⾦ 町債 地⽅譲与税等

繰入金（1.4％）
9,693 万円

諸収入（0.6％）4,129 万円

使用料手数料（0.5％）
　　　　　　　3,648 万円

財産収入（0.3％）2,343 万円

分担金負担金
　　　　　（0.3％）1,911 万円

寄付金（0.1％）938 万円
自主財源
15.30％

依存財源　84.70％

繰越金（2.5％）
1億7,370 万円

地方譲与税等（3.9％）
2 億 6,640 万円
町債（7.2％）
4 億 9,040 万円

地方交付税（52.6％）
36 億 234 万円

国・県支出金
（21.1％）
14 億 4,396 万円

町税（9.5％）
6 億 5,057 万円

　歳入総額は前年度の７３億７, ４２１万円と
比べ、５億２, ０２３万円の減となりました。
　主な要因は、ⅠＲＵ機器更新に係る事業費、
可燃物処理施設整備に係る東部広域行政管理
組合への負担金の減にかかる地方債の減など
です。収入の約８割は、国から交付される地
方交付税と国・県支出金、町債などの依存財
源です。
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